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 2018年4月1日から社長を務めております深澤でございます。今後ともどうぞ宜
しくお願いいたします。 

 
 JR発足から31年ということで、JR東日本グループの事業フィールドはかなり広
がってまいりました。「鉄道の再生と復権」という当初立てた目標も一定の成果
があがってきていると思いますが、今後の30年を考えると非常に厳しい経営環
境があると考えています。その意味では、2018年度は非常に大事な年になると
いうことで経営に取り組んでまいります。 
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 JR東日本グループは、「自主自立」、「お客さま第一」、「地域密着」の3つの大き
な柱を会社発足の原点として、「鉄道の再生と復権」に取り組んでまいりまし
た。会社発足当初に比べ、鉄道運転事故は半減しましたし、新幹線をはじめと
した鉄道ネットワークを拡充することができました。さらに生活サービス、IT・
Suica、そして国際事業という分野において、事業フィールドを大きく広げること
ができました。 
 

 しかし、本格的な人口減少、技術革新による様々な競争条件の変化、豊かさに
対するライフスタイルの変化、それからグローバル化のさらなる進展など経営
環境は大きく変化しています。そうした中で、さらなる「安全・安定輸送のレベル
アップ」、新たな成長戦略の推進等による「収益力向上への挑戦」、業務改革・
生産性向上を中心とした「TICKET TO TOMORROW」の推進という3つの横断的
な重点課題を掲げて、「ヒトを起点とした新たな価値・サービスの創出」に挑戦し
てまいりたいと考えています。 
 

 なお、2018年夏頃に向けまして、グループ経営ビジョンを策定し、発表させて頂
きたいと思っています。 
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 さらなる「安全・安定輸送のレベルアップ」について、大きく4つを掲げています。 
 

 「究極の安全」を目指し、安全を経営のトッププライオリティに位置付けるという
ことは、引き続きしっかりと実施していきたいと考えています。様々な事業フィー
ルドの基盤である、お客さま、地域の皆さま、ステークホルダーの皆さまからの
信頼を獲得するためには、安全・安定輸送をさらにレベルアップさせることが必
要であると考えています。 
 

 具体的には、「強靭な鉄道づくり」として、耐震補強対策あるいは大型機械を
使った新幹線のレール更新を行います。また、駅ホーム上や踏切といった、人
と列車との接点における安全対策を推進します。 
 

 そして、グループ会社やパートナー会社との密接な連携によるリスクの低減、あ
るいは、列車防護シミュレータなどを配置し、しっかりとした教育訓練、人材育成
を行うことによって、さらなる「安全・安定輸送のレベルアップ」を図っていきたい
と考えています。 
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 新たな成長戦略の推進等による「収益力向上への挑戦」についてです。 
 

 鉄道を始めとした輸送サービスについては、都市間、首都圏の輸送ネットワー
クのさらなるバリューアップを図ってまいります。 
 

 都市間輸送では、中央線特急E353系や東北新幹線E5系の継続導入、首都圏
輸送では、相鉄・JR直通線の2019年度下期開業に向けた推進、さらに羽田空
港アクセス線の具体的な検討に取り組んでまいります。 
 

 ICTを活用したチケッティングと利便性向上については、2018年4月に「タッチで
Go!新幹線」を導入したところです。 
 

 生活サービス事業については、昨年秋に「生活サービス事業成長ビジョン
（NEXT10）」を発表しました。事業エリアの拡大、大規模まちづくり、沿線価値向
上、総合力の強化という分野で、さらなる取組みを行っていきたいと思います。 
 

 また、インバウンド戦略の推進ということで、私どもは東北地域や上信越地域と
いう着地型観光の地域を抱えていますので、自治体等と連携することによっ
て、この魅力をさらに創出してまいります。海外における販売活動やJAPAN 
RAIL CAFEの出店等の促進を通して、インバウンド観光需要の取り込みを図っ
てまいります。あるいは、受け入れ環境の整備ということで、車内無料公衆無線
LANサービスや訪日旅行センターの拡充を行ってまいります。 
 

 これらによって、収益力の向上をしっかりと図っていきたいと考えています。 
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 今後の主なプロジェクトについてです。 
 

 鉄道事業については、2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、駅の
改修工事を進めているところですが、さらに品川新駅（仮称）や幕張新駅（仮称）
の開業、中央快速線等のグリーン車導入、相鉄・JR直通線、あるいは羽田空港
アクセス線構想を進めてまいります。 
 

 生活サービス事業についても、2020年に向け、東京駅北通路周辺整備を行っ
ており、また、各駅ビルおよび竹芝ウォーターフロント開発等の計画を着実に進
めてまいります。渋谷駅街区開発については、東急と一緒に開発を進めていま
すが、これについても順調に進んでいます。 
 

 品川開発については、2024年頃の街びらき、あるいはその後に向けて準備を
進めているところです。 
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 業務改革・生産性向上を中心とした「TICKET TO TOMORROW」の推進について
です。 
 

 技術革新とダイバーシティの推進により、仕事の質や仕組みを改革し、さらに生
産性を向上すること、そして人を伸ばす企業風土づくりを進めてまいりたいと考
えています。 
 

 北海道新幹線の札幌開業に向けて次世代新幹線の“ALFA-X”の開発や、駅構
内のサービスロボットの開発を推進してまいります。また、自動運転技術の開
発や、CBMによるビッグデータを活用したメンテナンスの仕組みづくりをしっかり
と進めてまいりたいと考えています。 
 

 それから、生産性の向上ということで、経営体質の強化のために、さらなる効率
化を推進してまいります。具体的には、ワンマン運転の拡大を図っていきます。
また、グループ経営としては、JRE POINTにポイントを一体化しました。これと
Suicaデータを連携しながら、さらに活用していきたいと考えています。 
 

 人を伸ばす企業風土づくりということで、すべての基本は人であります。様々な
場面で人づくりのための勤務制度の改正、あるいは海外展開を通じた人材づく
りに努めてまいりたいと考えています。 
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 2019年3月期のキャッシュの使途についてです。 
 

 今年度は、設備投資を積極的に拡大するということで6,450億円の計画を立て
ています。安全・安定輸送を中心とした維持更新投資や成長投資は、しっかりと
取り組んでまいります。そして、イノベーション投資と呼んでいますが、技術革
新を進めるための投資として重点枠の拡大を図っているところであります。 
 

 配当については、株主還元の重視ということで、配当を150円とさせていただく
予定です。さらに、自社株取得についても、従来通り取り組んでまいります。 
 

 また、積極的な設備投資等に資金を充てるということで、今年度は連結有利子
負債の削減には資金を充てない計画としています。 
 

 なお、冒頭に説明しました通り、中期の数値目標については、グループ経営ビ
ジョンとあわせて夏頃に発表したいと考えています。 
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 2019年3月期の設備投資のポイントをまとめています。 
 

 維持更新投資については、大規模地震対策やホームドア整備、安定輸送対策
に取り組んでまいります。 
 

 成長投資については、生活サービス事業に対する投資の考え方を変更しまし
た。判断指標をNPVからIRRに、最終キャッシュ・フロー評価を残存簿価から収
益価値に変更しました。 
 

 ハードルレートは4.4％ということで、WACCの数値を掲げています。この新たな
基準によって決定した竹芝ウォーターフロント開発計画や川崎駅西口開発計画
（仮称）などについては、ハードルレートを十分に上回ったIRRにて、投資判断を
行ったところです。 
 

 また、重点枠については、スピード感を持って積極的な投資を行うということで
設定していましたが、今回さらにイノベーション投資を積極化するということで増
額を図っているところです。 
 

 これらの設備投資により、長期的な企業価値の向上を図ってまいりたいと考え
ています。私からは以上です。 

 



 常務取締役の石川でございます。私からは、2018年3月期決算と、2019年3月
期の業績見通しについて説明します。 
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 まず、単体決算です。2018年3月期の営業収益については、インバウンド収
入、ゴールデンウィーク期間の好調などにより、運輸収入が増加したことから、
対前年244億円増の2兆932億円となりました。 
 

 営業費用については、人件費などは減少しましたが、物件費その他、修繕費、
動力費および減価償却費が増加したことから、対前年179億円の増となりまし
た。 
 

 これらの結果、営業利益は対前年65億円増の3,951億円、経常利益は対前年
173億円増の3,589億円、当期純利益は対前年37億円増の2,470億円となりま
した。 
 

 2018年3月期の欄に括弧で計画を記載しています。営業費用が上振れました
が、営業収益が伸びたことから、営業利益および経常利益が計画を上回りまし
た。当期純利益については、法人税等調整額が増加したことなどにより、計画
並となりました。 
 

 2019年3月期については、定期外収入および定期収入の増などにより、増収を
見込んでいます。 
 

 一方、営業費用については、燃料費単価上昇に伴う動力費の増やエルダー社
員の待遇改善、修繕費等における労務単価上昇などにより費用が増えることか
ら、営業利益、経常利益、当期純利益は減益となる見込みです。 
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 鉄道運輸収入について説明します。 
 

 鉄道運輸収入全体では、対前年101.1％で、204億円の増となりました。 
 

 定期は対前年100.9％、46億円の増となりました。就業者数の増、特に高齢者、
女性の定期券ご利用者の増加により、引き続き堅調に推移しました。 
 

 新幹線定期外については、インバウンドやゴールデンウィークの好調などの増
加要素がありました。なお、北海道新幹線の反動減の影響は対前年20億円の
減でしたが、下期はほぼ計画通りであり、その影響は落ち着いてきています。こ
れらの結果、新幹線定期外収入は対前年100.6％で33億円の増となりました。
なお、北陸新幹線については、対前年で大きな増減は発生していません。 
 

 在来線関東圏定期外については、対前年101.7％で119億円の増となりました。
インバウンドやゴールデンウィークの好調のほかに、桜の開花時期ずれなどの
増加要素がありました。昨年は4月に桜が咲き、今年は3月に桜が咲きましたの
で、1年に2回、桜に伴うお客さまの流動が発生したことにより、15億円の増収に
つながったと見ています。 
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 鉄道運輸収入の2019年3月期計画です。 
 

 定期については、就業者数の増加に伴う堅調な伸びが続くと見ています。基礎
トレンドを100.8％と見て、対前年42億円の増を見込んでいます。 
 

 新幹線定期外については、インバウンド、3連休の増、基礎の増などを見込むこ
とから、対前年55億円の増と見ています。 
 

 在来線関東圏定期外については、インバウンド、上野東京ライン増発による
増、基礎の増などを見込むことから、対前年54億円の増と見ています。 
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 インバウンドについて説明します。 
 

 鉄道事業のインバウンド収入については、対前年115％の235億円となりまし
た。計画を若干下回りましたが、これはジャパン・レール・パスの利用が計画を
下回ったためと分析しています。 
 

 訪日外国人旅行者数の政府目標は2020年に4,000万人となっています。これを
踏まえて、2018年度のインバウンド収入の計画については、対前年115％の
270億円、2020年度は350億円の計画です。なお、2020年度の計画について
は、以前にお示ししたものから変えておりません。 
 

 なお、スライドの黄色で囲んだ部分に記載しましたが、海外でジャパン・レール・
パスを販売している海外エージェントに支払う手数料を減額したことから費用減
となりました。2017年度に約5億円の増益効果がありました。2018年度につい
ては、見直しの影響が通期にわたることから、約10億円の増益効果を見込んで
います。 
 

 生活サービス事業については、対前年123％の129億円でした。2020年度には
200億円に伸ばす計画としています。 



16 

 2018年3月期の単体営業費用は、対前年101.1％で179億円の増となりました。 
 

 人件費については、エルダー社員制度変更に伴う精勤手当計上額が30億円増
加しましたが、社員数の減などにより、対前年59億円の減となりました。 
 

 動力費については、燃料費単価の上昇などにより、対前年23億円の増となりま
した。 
 

 修繕費については、設備投資に伴って発生する建設附帯修繕が増えました。ま
た、除雪などの冬季経費が増加したことなどにより、対前年97億円の増となりま
した。 
 

 物件費については、部外委託関係の増、広告宣伝費の増などにより、対前年
106億円の増となりました。 
 

 減価償却費については、減価償却方法の見直しということで、定率法から定額
法への見直しによる減があったものの、設備投資の増により、対前年19億円の
増となりました。 
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 2019年3月期の単体営業費用は、対前年101.3％、218億円の増と計画してい
ます。 
 

 人件費については、エルダー社員制度変更による増はあるものの、社員数の減
少などにより、対前年42億円の減と見込んでいます。 
 

 物件費については、燃料費単価上昇による動力費の増を見込むほか、労務単
価の上昇による修繕費の増を見込んでいます。また、JREポイント対応経費の
増や駅業務委託を含めた委託の拡大を見込むことなど物件費その他の増もあ
り、物件費は対前年226億円の増と計画しています。 
 

 機構借損料等については、対前年24億円の減と計画しています。 
 

 減価償却費については、昨年度と同様に、減価償却方法の見直しによる減は
あるものの、設備投資による増を見込むことから、対前年22億円の増と計画し
ています。 
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 エルダー社員制度の変更について説明します。当社は2008年度より、満60歳
にて定年退職に達した社員のうち、希望者については原則出向のうえ、5年間
再雇用するというエルダー社員制度を導入していますが、2018年4月から、この
制度を見直しました。 
 

 エルダー社員の持つノウハウ等をJR東日本の業務運営や人材育成、技術継承
において更に活用していくことを目的としています。結果として、JR東日本で勤
務する業務範囲を拡大し、そして待遇改善を実施したという内容です。 
 

 スライドに単体人件費のグラフが出ていますが、2017年度は精勤手当計上額
が30億円増加しました。変更内容のところに記載がありますが、精勤手当はこ
れまでは年間30万円の定額でしたが、社員の期末手当に準じた算定方法に変
更しています。なお、エルダー社員の年収については、定年退職前の5割弱程
度であったものが、今回の制度変更によって6割弱程度となります。 
 

 エルダー社員制度の変更に伴う所要額として、2018年度は110億円と見込んで
います。これは、精勤手当の算定対象期間が通年分となることに加えて、基本
賃金の増額などの待遇改善を行うことに伴うものです。あわせて、エルダー社
員の業務範囲を拡大し、JR東日本で勤務するエルダー社員が増えることによ
り、所要額の増額につながります。なお、エルダー社員制度の変更に伴う所要
額を含めたとしても、退職者数と採用者数との人員差等による人件費の減少に
より、2018年度は対前年42億円の減と計画しています。 
 

 向こう数年を見ましても、エルダー社員制度の変更に伴う所要額は増加する見
通しです。しかし、この所要額を含めたとしても、退職者数と採用者数の人員差
等による人件費の減少により、単体人件費総額は減少傾向が続く見込みです。 
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 2018年3月期の連結決算については、すべてのセグメントで増収増益となりま
した。また、対計画でも、営業収益およびすべての利益ベースで計画を上回り
ました。 
 

 2019年3月期については、単体の運輸収入の増加に加えて、東京駅や千葉駅
等の商業施設の平年度化による増収を見込み、営業利益・経常利益・親会社
株主に帰属する当期純利益ともに増益となる見込みです。 
 

 なお、単体では、さきほど説明しましたように、各種施策の実施に伴う費用の増
加により減益となりますが、グループ会社で減益をカバーすることで、連結では
増益を確保してまいります。 
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 2019年3月期については、ペリエ千葉の全体開業を除いては、昨年度までのよ
うな大型施設の新規開業は予定していません。 
 

 しかし、グランスタ丸の内や各施設の平年度化効果が見込まれますので、増益
を確保してまいります。 
 

 なお、「生活サービス事業成長ビジョン（NEXT10)」を改めて記載しています。
「駅を中心とするビジネス」に磨きをかけるとともに、「くらしづくり」に挑戦し、事
業の変革および創造に努めることにより、2026年度には2016年度比で営業収
益・営業利益ともに1.5倍をめざします。 
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 運輸事業の実績と計画についてです。 
 

 2018年3月期については、当社の運輸収入の増に加えて、総合車両製作所の
公民鉄向車両増などにより、増収増益となりました。 
 

 2019年3月期については、当社の運輸収入の増などにより増収となるものの、
当社における各種施策の実施に伴う費用の増加などにより、減益の計画として
います。 
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 流通・サービス事業の実績と計画についてです。 
 

 2018年3月期については、東京駅等の店舗の売上がグランスタ丸の内などを
含めて好調であったことなどにより、増収増益となりました。 
 

 2019年3月期については、グランスタ丸の内などの平年度化などにより、増収
増益の計画としています。 
 

 なお、2018年4月に、JR東日本リテールネットとJR東日本ステーションリテイリ
ングの合併、JR東日本リテールネットによるJR東日本ウォータービジネスの子
会社化を実施しました。人材・ノウハウ・資金など、グループの経営資源を結集
して、収益・利益の最大化を図ってまいります。 
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 不動産・ホテル事業の実績と計画についてです。 
 

 2018年3月期については、「JR新宿ミライナタワー」のオフィスフロアへの入居に
よる増収効果などにより、増収増益となりました。 
 

 2019年3月期については、さきほどP.20で説明した様々な平年度化やルミネの
既存店の増などにより、増収増益の計画としています。 
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 その他の実績と計画についてです。 
 

 2018年3月期については、インド国高速鉄道建設事業詳細設計調査による売
上や、JR東日本情報システムの情報処理業の売上が増加したことなどにより、
増収増益となりました。 
 

 2019年3月期についても、同様の増を見込むことから、増収増益の計画として
います。 
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 営業外損益、特別損益の実績と計画についてです。 
 

 支払利息の減や持分法による投資利益の増などにより、営業外損益は改善し
ました。 
 

 耐震補強重点対策関連費用の反動減などにより、特別損失は減少したもの
の、固定資産売却益や災害に伴う受取保険金の反動減などにより、特別利益
が減少し、特別損益は悪化しました。 
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 キャッシュ・フローの実績についてです。 
 

 法人税等の支払額が減少したこと、税金等調整前当期純利益が増加したこと
などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは512億円増加しました。 
 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、キャッシュ・アウトが156億円減
少しました。また、財務活動によるキャッシュ・フローについては、キャッシュ・ア
ウトが188億円増加しました。 
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 設備投資の推移についてです。 
 

 2019年3月期の設備投資は6,450億円と計画しています。 
 

 今回、設備投資の考え方について、2点変更します。 
 

 1つは、グループ会社の設備投資についてです。2018年3月期までは、成長投
資として整理してまいりましたが、維持更新投資の実態を適切に表すために、
2019年3月期から成長投資と維持更新投資に分けて集計・管理できる体制を
整えました。 
 

 もう1つは、重点枠についてです。これまで重点枠は維持更新投資に含めて管
理してまいりましたが、今後はイノベーション投資として、技術革新、生産性向
上、安定輸送につながる投資を積極化することから、維持更新投資に重点枠
（イノベーション投資等）を含めずに管理することとしました。 
 

 以上の変更により、グループ会社の設備投資や重点枠（イノベーション投資等）
について、より適切に実態を表して、管理・運営することができるようになると考
えています。 
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 こちらは生活サービス事業に関する具体的なプロジェクトについて記載してい
ます。 
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 連結有利子負債残高の推移です。 
 

 2018年3月期は314億円の債務削減を行いました。 
 



 以下は参考資料です。各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載し
ていますので、ご参照ください。 
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